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略年譜

松本　　康

学　歴

1974 年 4 月	 東京大学教養学部文科三類入学

1976 年 4 月	 東京大学文学部第四類（行動学）進学

1979 年 3 月	 東京大学文学部第四類（行動学）卒業

1979 年 4 月	 東京大学大学院社会学研究科修士課程社会学（A）専門課程入学

1981 年 3 月	� 東京大学大学院社会学研究科修士課程社会学（A）専門課程修了（社

会学修士）

1981 年 4 月	 東京大学大学院社会学研究科博士課程社会学（A）専門課程進学

1984 年 3 月	� 東京大学大学院社会学研究科博士課程社会学（A）専門課程単位取得

満期退学

職　歴

1984 年 4 月	 東京大学文学部助手（～1987 年 3 月）

1984 年 4 月	 共立女子大学文芸学部講師（非常勤）（～1987 年 3 月）

1987 年 4 月	 名古屋大学文学部講師（比較社会学）（～1991 年 9 月）

1987 年 4 月	 名古屋大学大学院文学研究科担当（社会学）（～1999 年 3 月）

1988 年 4 月	 日本福祉大学社会福祉学部講師（非常勤）（～1988 年 9 月）

1988 年 10 月	 シカゴ大学客員研究員（～1989 年 7 月）

1991 年 4 月	 金城学院大学短期大学部兼任講師（非常勤）（～1998 年 3 月）

1991 年 10 月	 名古屋大学文学部助教授（比較社会学）（～1999 年 3 月）

1993 年 4 月	 名古屋大学大学院人間情報学研究科兼担（～1999 年 3 月）

1994 年 4 月	 千葉大学人文学部講師（併任）（～1995 年 3 月）

1995 年 4 月	 東北大学文学部講師（併任）（～1996 年 3 月）
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1996 年 4 月	 九州大学文学部講師（併任）（～1997 年 3 月）

1996 年 4 月	� 名古屋大学大学院国際開発研究科助教授（社会環境システム論協力教

官）（～1999 年 3 月）

1998 年 4 月	 金城学院大学現代文化学部兼任講師（非常勤）（～1999 年 3 月）

1998 年 4 月	� 愛知学泉大学コミュニティ政策学部兼任講師（非常勤）（～1999 年 3

月）

1998 年 4 月	 神戸大学文学部講師（併任）（～1998 年 9 月）

1999 年 4 月	 東京都立大学大学院都市科学研究科教授（～2005 年 3 月）

1999 年 4 月	 名古屋大学文学部講師（非常勤）（～1999 年 9 月）

2000 年 8 月	 沖縄国際大学大学院講師（非常勤）

2001 年 10 月	 東京大学文学部講師（非常勤）（～2002 年 3 月）

2002 年 4 月	 立教大学社会学部兼任講師（大学院担当）（～2006 年 3 月）

2003 年 4 月	 立教大学社会学部兼任講師（学部担当）（～2006 年 3 月）

2003 年 4 月	� 大妻女子大学人間関係学部講師（大学院担当・非常勤）（～2009 年 3

月）

2005 年 4 月	� 首都大学東京都市環境学部教授（大学院都市科学研究科担当）（～

2006 年 3 月）

2006 年 4 月	 立教大学社会学部教授（社会学科）（2020 年 3 月　定年退職）

2006 年 4 月	� 首都大学東京都市環境学部講師（大学院担当・非常勤）（～2012 年 3

月）

2007 年 4 月	� 立教大学大学院社会学研究科社会学専攻博士後期課程主任（～2012

年 3 月）

2007 年 4 月	 立教大学グローバル都市研究所所長（～2011 年 3 月）

2009 年 4 月	 科学警察研究所犯罪行動科学部特別研究員（～2016 年 3 月）

2009 年 4 月	� 立教大学大学院社会学研究科応用社会学専攻博士後期課程主任兼務

（～2012 年 3 月）

2009 年 4 月	 立教大学総合研究センター長（～2011 年 3 月）

2013 年 4 月	 立教大学教務部長（～2015 年 3 月）

2013 年 10 月	 立教大学グローバル都市研究所所長（～2014 年 3 月）
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2014 年 4 月	 立教学院健康保険組合選定議員（～2017 年 4 月）

2014 年 7 月	 立教学院評議員（～2018 年 7 月）

2015 年 4 月	 立教大学社会学部長（～2019 年 3 月）

2015 年 4 月	 立教大学社会学部産業関係学科長兼務（～2015 年 6 月）

2016 年 4 月	 立教大学社会情報教育研究センター長（～2019 年 3 月）

学会活動等

1980 年 4 月～現在　日本犯罪社会学会会員

1981 年 4 月～現在　日本社会学会会員

1987 年 7 月～現在　日本都市社会学会会員

1993 年 6 月～1995 年 5 月　日本都市社会学会理事

1993 年 6 月～現在　日本地域社会学会会員

1994 年 11 月～1997 年 10 月　日本社会学会国際交流委員

	 〃	 　日本社会学会編集委員会専門委員

1995 年 6 月～2003 年 9 月　日本都市社会学会常任理事

1996 年 6 月～2000 年 5 月　日本地域社会学会理事

1996 年 6 月～2017 年 5 月　日本家族社会学会会員

1997 年 6 月～1999 年 5 月　日本都市社会学会編集委員会委員長

2001 年 7 月～2003 年 9 月　日本都市社会学会企画委員会委員長

2003 年 9 月～2007 年 9 月　日本都市社会学会会長

2006 年 8 月～2014 年 7 月　日本学術会議連携会員

2006 年 11 月～現在、社会調査協会（旧社会調査士資格認定機構）理事

2006 年 12 月～2009 年 10 月　日本社会学会IJJS編集委員

2014 年 9 月～2015 年 9 月　日本学術会議特別連携会員

2015 年 9 月～2018 年 9 月　日本社会学会理事（社会学教育委員会委員長）

2020 年 6 月～現在　一般社団法人社会調査協会副理事長

資　格

2004 年 9 月　専門社会調査士取得



196

研究業績
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19．	「アーバニズムと社会的ネットワーク―名古屋調査による「下位文化」理論の検証」『名
古屋大学文学部研究論集』114、哲学 38（名古屋大学文学部）1992 年、161-185 頁。

20．	「現代日本社会とライフスタイル」三沢謙一編著『現代生活と人間』（晃洋書房）1993 年、
3-24 頁。

21．	「都市度、居住移動と社会的ネットワーク」『総合都市研究』52 号（東京都立大学都市研究
センター）1994 年、43-78 頁。

22．	「都市の文化」高橋勇悦・菊池美代志編著『今日の都市社会学』（学文社）1994 年、204-223
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23．	「コミュニティ問題と下位文化理論の彫琢」『名古屋大学社会学論集』15、1994 年、51-108
頁。
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第 6 集（日本地域社会学会）、1994 年、53-65 頁。

25．	「現代大都市におけるパーソナルネットワークの変容」『名古屋大学文学部研究論集』123、
哲学 41（名古屋大学文学部）1995 年、143-168 頁。

26．	「都市空間の変容と住民」宮島喬編著『現代社会学』（有斐閣）1995 年、214-236 頁。
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草書房）、1995 年、1-90 頁。
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合研究センター）、1996 年、4-11 頁。
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31．	「社会調査で何がわかるか」森岡清志編『ガイドブック社会調査』（日本評論社）、1998 年、
53-84 頁。

32．	「『戦後シカゴ学派』のコミュニティ論」中田実他編『地域共同管理の現在』（東信堂）1998
年、54-66 頁。
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41．	「日本の大都市におけるパーソナル・ネットワーク」『同上』、59-71 頁。
42．	“Japanese Urban Sociology: Development and Current Trends,” The American 



198

Sociologist, vol. 31(Fall), 2000, pp.58-71.
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